
Title 成長する再開発方式の初期条件と開発効率

Author(s) 上田, 陽三; Ueda, Yōzō

Citation 北海道大學工學部研究報告, 51, 93-107

Issue Date 1968-12-25

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/40911

Type departmental bulletin paper

File Information 51_93-108.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



成長する再開発方式の初期条件と開発効率

　上　田　陽　三＊

（昭和43年9月10日受理〉

EfliciencV　and　lnitial　Conditions　of　Redevelopments

　with　a　Growing　System　in　a　Residential　District

　　　　　Y6z6　UEDA

（Received　September　10，　！968）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstract

　　　Hitherto　in　Japan，　the　redevelopment　of　residential　districts　has　been　made　on　point－

development　and　housing，　ln　future，　the　regeneration　of　an　entire　living　environment

will　be　one　of　the　important　themes　for　residents　in　urbanized　areas．　From　such　a　point

of　view，　under　the　condition　of　a　system　in　xKThich　the　redeveloped　area　spreads　from　the

’first　base－point　to　the　surrounding　area　by　absorbing　the　residences，　this　paper　treats

’the　following　points　quantitativly．

　　　1）　Calculated　equations　and　conditions　on　this　redevelopment　system．

　　　．9．）　Analysis　on　initial　conditions　and　the　final　redevelopment　area．

　　　3）　Analysis　of　the　size　of　the　first　base－point　and　the　final　redevelopment　area．

1．　序

　　　都市再開発は不良住宅地区の改良から出発し，環境悪化の予防・地区機能の再構1戎，さら

：に都市内の基幹的諸施設の全市的ネットワーク実現手段として，その照的，役割，対象地区の

ひろがりは大きく変貌してきている。

　　　急速な技術革新にもとつく社会・経済的基盤の変化は編1市の物的構造の主体・1幾能・空間

的側面において多くの．都市問題を引き起こしている。

　　　その解決はより総禽的，包括的，操作的運用を前提としている。

　　　再開発プPグラムは個々の要請要因を有する地区を含み，かつ都市的ひろがりをもつべき

技術的政策として，都市の物的構造を操作するプログラムとして，都市計画実現にかかわる重

要な役割を荷っていると云えよう。

　　　都市再開発の究極的目標は，都市生活の器として，住宅及び公共施設を含む生活環境の，再

生にあることは論をまたない。

＊　建築工学科
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　　しかしながら，都市再開発のすう勢は都市の地区機能：再編成のための計画的観点から都布

内の基幹的諸施設，非住施設が優先され，住を中心とする点鼻環境の再生におぼつかない現状

にある。

　　現在の日本住宅公団，住宅金融公庫による市街地住宅は，用地取得の手段として居住環境

を害さない施設と一体に住宅を建設する住宅供給の側面で再開発に寄与することが目的となっ

ている以上，その成立条件ぱ，再開発が望まれる都市・地域・地区のポテンシャルー経済地

盤一とバランスがとれ，施設部分の経済佃1値と地価が見合うことを前提としている。このよう

な成立条件の限定された地点的建設ぱ市街地の大半を占める住宅地区再開発の要請にこたええ

ない。

　　市民の生活水準．ヒ昇に伴う住宅・公共施設を含む生活環境再生の需要増大，生活環境の低

水準に対する社会的認識の定着を背景に，点から訪えの開発モーメントとして第次！拠点のイ

ンパクトによる周辺居住者の入居（特定入屠を前提とした），土地・物件権利老に対する立体換

地を前提に，拡大再生産される再開発方式一拠点再開発方式と名づける一が要請されよう。

　　住宅地区再開発の場合，商業地域と異なった土地・物件の権利構造が予測される。

　　イ）地上権，借地権の契約をしているケースが小さいこと。

　　ロ）地上物件の評価価値が小さいと想定される。

　　ハ）居住権に対してぱ，現状の布街地住居・に比し，住環境及び住機能の水準を高めること

　　　　で移転に題する抵抗は小さいと想像される。

　　上記の観点と理由から，本研究は拠点再開発方式一拠点に建つアパートにぱその周辺に屠

住している世帯を吸収し，吸収することによって生じた空地にアパートを建て，更に周辺に居

住している家族を吸収していく拡大再生産方式一を箭提として，その定量的な側面一初期条件

と開発効率一について理論式をもとに検討したものである。

　　第1次拠点候補地は量的にどの様な条件を充たしていなければならないか，その場合どの

ように拡がっていくのか，地区外厨住者の入居も再開発のいろいろな段階，ケースにおいて予

想されるので，その割合や時期によって拠点再開発方式の効率がどうなるのか，その成立条件

を考察する。

　　拠点再開発方式の成立及び可能性は利用拠点の性格一地域地区の中での位置・機能・ポテ

ンシャル・諸権利者の意識一等にかかわっており，採算的な側面を含めて今後の研究にまっと

ころが大きい。

2．　拠点再開発方式の条件と成立式

2．1成立する式

　　　ド与旦（baS）’1’一1
（1）



3 成長する再開発方式の初期条件と開発効率 95

Y・・s（瀞

3俵脚・・）”「

B－b
i畜）’「

A　＝：＝　S（’ttt－s一）M

　　　S十。

　　　　　記

y：

Y：

B：

A：

o　：

b：

S：

c　：

X：

at　：

s　：

w　：

　　号一　覧

サイクルXで開発される面積

サイクルXまでに開発される総面積

サイクルXまでに収容される総戸数

開発効率
現1館主戸数総密度　（戸ノha＞

1棟のアパート収容戸数

1棟のアパート建設に必要な土地面積　（ha）

第1次拠点におけるSの過不足分

サ　イ　ク　ル

総入居世帯に対する地区外入屠．世帯の割合　（％）

新しいアパートの．一戸当り総床面積　（M2）

容　積　率

（2）

（3）

（4）

（5）

　2．2　成立式の説明と意味

　　i）下図の拠点ShaにぱS×σ戸居住している。　ここにb戸収容のアパート1棟を建て

ることにより，（b一σS）戸だけ周辺より吸収できる。　　　　　　　　　　一．，一一一一一一一一「

　　このように，拠点→アパートの建設→周辺部よりアパー　　　　　　　　『『一一一一一一『‘”一“

トへ居住老を吸収一〉更地＝新拠点，と操作をX回繰り返した時，そのサイクルでの開発される

面積は（！＞式で示される。

　　・ti　rrtb．E．．Tを獺を，畜公比とし磯｛可騰的に大きくな・。

　　初項は最：初の操作による周辺居住者の吸収能力を示し，この値が大であればスタートは楽

になる。

　　公比はアパートと現居住者の戸数比であり，この値が大であれば2Yぱ急速に大きくなって

いく。
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　　この式と実際に具体的数値を入れて計算したものとば幾らか差がある。

　　相関の程度は0．67から0．97の間であった。

　　その理齢融で何腱つかは誓が正の轍でなければならないが試では轍観そ

のまま次のステージへ持ちこまれることにあり，〃は上限値を示している。

　　ii）（！）式は直線的に一：方向に増殖していく場合であったが，これをタテ，ヨコ比1α，βと

して二方向に増殖する場合も式ぱ変わらない。

ただし，増殖するための条件として

　　一方向の場含

　　　　壷葱豊＞s
　　　　　　a

　　　　　　：．　b＞20・S

となる。

　　二方向の場合，単位長をIO（つまりa’　／o×i9　loが第1次拠点）とすると，

　　　　cy　1．￥一　a’　lx　．　i　1｝r　cr　le

　　　　cr　li　一　cr　／o　2）　cr　lo

　　　　Y一輪）㌦・岬・一／3・隻

　　　　・・訂嘉（畜r

X＝・1のとき

　　　　・ら＋・藩。露γ・》二幕≧・ザ謬

　　　　　　：．　b＞4ff・S

となる。

　　つまり，1棟のアパートσ）規模6は第1次拠点規摸S内に現在居住する戸数の2倍（…方

向），又は4倍（二方向）以上収容できる規模でなければならない。

　iii）今，3ha当りb戸建てるとすると，1ha当総床面積は次のごとくなる。

　　　　　　　s　　　b
　　　　’V　＝　’16t；60dooo　×　S

従って（3）式が成立する。

　　（3）式に成立条件b≧2σSを代入すれば，成立条件式

　　　　　　　　SXa　　　　s，oOO　；｝i：　一一ny一…一，／・／1　・一’・’一一一

　　　　　　　　　’び

がえられる。

　　iv）サイクルX迄に開発される総面積（2）式は
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　　　　　Y一Σ跳＋・煮漁子£C畜）㌦

　　　　　　一藤）x

となり，

　　開発総収容戸数（4）式は

　　　　　B－b・苦一音・5尉κ

　　　　　　一輪）一’r

となる。

　　V）i）～iv）式はすべて拠点の周辺屠住老をアパー1・へ吸収した場合であったが，地域外か

らα％入腸させるとすると，1棟当り収容戸数み戸の中で実際に開発能力として作用するのぱ
b・（100－cv　100）戸であ・．

　　サイクルXoまで周辺のみから吸収し，以後地域外からα％だけ毎回入糾させるとすると，

　　　　　％一与亙・c剖…1×L（≒§＞il一］M’”No

　　　　　ぬ」箇箇輪）’Ye｛「≒欝］聖τ下賜研｝

となる。

　　　　　　　　　　　　3．　初期条件・総開発規模と第1次拠点

　3．1　初期条件と総開発規模

　　i）第1次拠点に人が屠住していない場合の総開発規模とサイクル数との関係

　　第1次拠点についてのみ腸住者がいないので，全部周辺から艦住する。

従がって

　　　　　？’　xx　”2　（baS）’Y”i

　　　　　y㍉蟻｛（　b一げ．．．∬）x一側｝

　　ii）第1次拠点に人が居住している場合の総開発規模とサイクル数との関係

　　1）周辺地域のみから人を吸収する場合

　　　　Y一輪）’”

　　2）拠点の周辺から75％，地域外から25％入居させる場合

　　　　y・・s（o多劉κ
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　Y　　　　　　　　　　　　　t　　　　　　Y　　　　　　　　／　2　　　　53

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　／5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／5

　10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　　　　　123456x　／23456x　　　t，　＝＝　2．O　　　　s＝79．9　　　　　　南面採光型　　　　　　　　　　刀＝2．0　　　　5漏57．9　　　　　　東西採光型

　　　　図一1総開発醐積とサイクル数　　　　　　　　　図一2総開発菰積とサイクル数

　　　　　　o＝lso　b＝lso　s＝：o．60　a＝＝lso　b＝300　s－rmo．s7

　／5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　15

　5－　　　　　5

　　　　　／23456X　　／23456x　　　z，＝3．O　　s＝79．9　　　南面採光型　　　　　　w＝3．0　　5凱57，9　　　東西採光型

　　　　　図一3　総開発面積とサイクル数　　　　　　　　　　図一4　総開発酒積とサイクル数

　　　　　　o＝：i　150　b＝＝　150　S＝＝　O．4e　ff＝　150　b＝：　300　S＝．一　O．58

　　3）拠点の周辺から67％，地域外から33％入居させる場合

　　　　　Y　＝＝：　s（一9i・9167i．．bmm．）iy

　　4）第2サイクルまでは周辺からのみ入居させ，第3サイクル以降ぱ地区外から33％入

　　　　居させる場合
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y

20

／5

ノ0

5

成長する再開発方式の初期条件と開発効率

　1　　　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　X

・v；1．0　　5＝57．9　　　東西採光型

　図一5　総開発面積とサイクル数

　　　a＝！50　b：300　S＝！．74

1

　　S：第1次拠点面積　　（ha＞

　　Y：総開発ll積　（ha）

　　X：開発サイクル数

　　う；1棟当り収容戸数　　（戸）

　　s：1戸当り総床面積　（m2＞

　　v：　総容積率
　　σ：既存戸数密度　　（戸／ha）

　　α；地区外収容戸数／全収容戸数

曲線番号：1）一α＝0　：x・＝OのときFだけσ＝0

　　　　2）　一cr＝0

　　　　3）　一．　：：O，25

　　　　　4）　一a　＝O．33

　　　　　5）　一a・＝O　：21x＞．．O

　　　　　　　αごG．33；」じ；≧2

99

　　　　　22x）o　y　m＝s（一ill］一）’Y

　　　　　　X）3　Y　＝，　y，×　（一Qt．liili？brr一　cr）b　］M一一2

　　以上のi），ii＞一1＞，2＞，3＞，4）式trこもとづき，現在戸数密度σを50戸／haから50戸毎に250戸

迄5段階とし，1棟収容戸数を東西採i光一300戸で1戸当り総床面積799m2，及び南北採光型

150戸で1戸当り総床面積57．9m2の2種類，容種率vは100，200，300％の3段階の組み合わ

せ6種類につきグラフ化した。

　　この組み合わせにより拠点下積は0．40，058，0．60，0．87，1．20，1．74haとなる。

　　図4～5は既成市街地の密集地区における平均的戸数密度150戸／haの場合について示し

たものである。

　　尚，・1戸嶺総床面積79．9m2，57，9　m2は［ヨ本住宅公団の2DK，3DKに対応する広さで

ある。

　3．2　総開発規模と第1次拠点

　　i）ある面積を開発する際の開発面積に対する拠点面積比とサイクル数一その1

　　　　　夢一儲・・・・…）一x

Sf　Yは開発される総面積に対する拠点面積の比を示している。即ち，一般に総開発面積Yと

拠点面積Sとの比がくSIY×1009・）の場合，ある容積率を前提とする開発サイクル数ぱXで

ある。
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　　アパートのタイプは東西採光型とし，1戸当り総床面積は日本住宅公団の2DK，3K，

3DK，に対応する55．9，65．5，79．9　m2の3種類とする

　　現在の戸数密度は50戸／haから50戸毎に300戸／haまでの6段階とし，18種類の組み合

わせについて，容積率100か300％まで5段階のグラフを作成した。図一6～8は現在の戸数密

度150戸／haの場合について示したものであるある。

s／y

O．2

O，1

543　2

0
　　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　X
　　　　　　　　　　　　　東1　；，．・一．光型

　図一6　開発面積に対する拠点面積比と

　　　　サイクル数

　　　　　a　＝：　！50　s一一　55．9

s／r

O．2

O．1

o

54　3 2

1

図一7

　2　　3　　4　　　5　　6　　X

　　　　　　　　東西採光型

開発面積に対’する拠点面秋比と

サイクル≡数

　a　＝　15e　s一一　65．5

S／／

O，2

O．1

0

5　4　3 2

／

図一8

　2　　　3　　4　5　　　6　　X

　　　　　　　　東西採光型

開発面積に対する拠点面積比と

サイクル数

　a　：＝　150　s一一　7Z9

　　S：
　　　y：

　　X：

　　o　：

　　s　：

　　’v　：

曲線番号：

拠点面積　　（ha）
開発瀬積　　　　（ha）

開発サイクル数

既存戸数密度　（荊ha）

1戸当り総床面積　（m2）

総容積率　
［（％＞

1）　一loe％

2）　一15090

3）　一LOO9（e

4）　一25e％

5）　一3609（o



9　　　　　　　　　　　　　　成長する再開発方式の初期条件と甜発効率　　　　　　　　　　　　　101

　　ii）ある面積を開発する際の開発面積に対する拠点面積比とサイクル数一その2

　　今まではすべて戸数密度，或いは戸数という形で，住宅戸数をベースに．して理論式を組み

立ててきた。

　　しかし，ある地域を開発する時には戸数によってではなく，人口及び人口密度によって考

えなければならない場合がある。

　　今，現在人口密度をp人／ha，拠点5にアパート1棟建ててそこにP人収容するとする

ならば，総開発面積yは

　　　　　y一・尉

となる。

　　1人当り総床面積を20m2／人とすると容積率’vは

　　　　　V　一：　一・・一・ib？一〇〇・ii6｛tT　×　1）／S

となる。

従って

　　　　　P
　　　　　了凱500×’v

　　　　　y－5C券）㌦5（500　・v　カ）’Y

　　　　　夢《50讐）’”　’Y

s／／

0．2

av

5紹21

　／　　2　　3　　　4　　　5　　　6　　X

　　　　　　　東西採．光型・南面採光型

図一9　瀾発縢積に対する拠点面蕨比と

　　　サイクル数

　　　　f）　ww一　200　s＝　2e

S／／

O，2

e．1

0

5432 ノ

　　1　　　2　　　3　　　4　5　　　6　　X

　　　　　　　東瀟採．光型。南冒耐采．光’型

図一10　開発面積に対する拠点頭積比と

　　　サイクル，数

　　　　p　：300　s一一20
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s／v

，0，2

o．i

e

543　2
1

1

　　1　　2　　3　　4　　5　　6　　X

　　　　　　　東西採光型・南面採光型

一一11　開発面積に対する拠点面積比と

　　　　サイクル数

　　　　　p＝400　s＝20

s／Y

O，2

び1

o

543 2

　　1　　2　　　3　　4　　5　　　6　　X

　　　　　　　東西採光型・南面採光型

図一12　開発面積に対する拠点諏積比と

　　　　サイクル数

　　　　　p　＝　500　s一一　20

s／／

0，2

0’i

0

54　3 2

／

図一13

　2　　　3　　　4　　　5　　　6　　　X

　　　　東西採光型・南面採光型

開発面積に対する拠点面積比と

サイクル数

　p＝＝　600　s＝＝　20

s：

Y：

．TSI・1　，

P二
sr　：

’v　：

拠点面積　　（ha）

開発面積　　（ha＞

開発サイクル数

既存人口密度　　（入ノha）

1入当り総床面積　　（m2）

総容積率

SIX

0，2

o，i

o

5　4 3

　　1　　2　　　3　　4　　　5　　　6　　X

　　　　　　　東西採光型・南面採光型

図一14　開発面積に対する拠点面稜比と

　　　　サイクル数

　　　　　p＝700　s＝　20

曲線番号： 1）　一100％

2）　一！5090

3）　一2009．

4）　一250％

5）　一300％



11 成長する再開発方式の初期条件と開発効率 103

　　この式の意味は圭）式と全く同じである。

　　この式によりσ，LVを変えながらSI　Yとxとの関係をグラフにしたのが以下の図である。

　　現在人口密度Pを200ノ）haから100人毎に700人／haまで6段階，容積率は100％から

50％ごとに300％までの5段階の場合について示している（図一9～14）。

　　なお，容積率は1人当り総床面積20m2とした時の人口密度500人／ha，750人／ha，！000人／

ha，1250人／ha，1500人／haにそれぞれ対応している。20　m2／人という値は以下の値から推し

て妥当だと判断したものである。

　　昭和36年4月から37年2月までの日本住宅公団入居者は2DK，3Kの平均世帯人員が

3．07人，1戸当り平均総面積が53．4m2，従って17．4m2／人となる。

　　また，3DKで平均世帯入員3．28人，総面積70．6　m2，従って21．4　m2／人となる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　4．　考　　　察

　　以上のグラフを綜合してその利用法を考えておきたい。

　　拠点再開発を前提として計画をする場合には次の2つのアプローチが考えられる。

　　1）始めに拠点があり，それが何年後，何回のサイクルによってどれ位の大きさに拡が

るか。

　　又は或る規模彰こ達するためには何年，何回のサイクルを必要とするかというように始発点

が決っていて，それがどう成長するかを知ろうとする場合。

　　2）始めに最終的な状態を前提とし，それに至るためセこはどういう条件を備えていなけれ

ばならないか，或いは必要サイクル，必要年数などをどれ位にすれぽよいか知ろうとする場合。

　　この2つのアプローチはいずれに対してもその間で媒体として働き，効率に影響を及ぼす

のが，現在密度（戸数・人口），計画上の容積率，総床面積（！戸当り，1人当り）である。

　　図一1～5はアプローチ1）に対応し，三一6～14は2）に対応する。

　　i）総開発面積とサイクル数について

　　考察するに当って総開発面積を想定する必要がある。

　　本研究では，都市の形態からみた市街地構成の段階区分から棚粥発の計画単位＝総開発規

模として25haを想定した。

　　大都市における都心部周辺市街地は既に高密度化し，飽和状態に達していると同時に，各

種用途が小規模に入り込んだ虫喰状の混合化状態に対して，単なる現状スラムの立体化でなく，

土地利用の効率を高め，かつ良好な都市環境となるよう計画されねばならない。

即ち　a）住機能が十分に発揮できると同時に高密度であること。

　　　b）散乱的な再開発を防ぐことで，地価の全面的かつ不当な騰貴を防止すること。

　　　c）再開発される土地利用のイメージを市民になるべく明確にうえつけること。

　　そのためには，再開発の段階的な規模と期間及びそのシステムを明確にする必要があろう。
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高密度再開発の場合，総開発規模によっては，そこに発生する通勤，サービス等の膨大な集中

発生交通量に対応する都市内交通システムを無視してぱ不可能であろう。

　　従って，再開発規模の段階構成は都市高速道路，都市幹線街路，地区幹線街路，区画街路

等のネットワークを考慮に入れた市街地の構成との関連において決定される。

　　交通システムによる市街地の段階講成を次のように考えた。

　　　　　　　　　　　　都市幹線街路一…ギ　衛街地構成主1鑑位

　　　　　　　　　　　　地区幹線街路　　；一…衛街地機能単位

　　　　　　　　　　　　区　画　街　路一一…一忙……街区構成単位

　　　　　　　　　　　　　　／・拠畑発・下
　　　　　　　　　　　　細　　街　　路　　1一一一拠点再開発機能単位

　　　　　　　　　　　　（細　　街　　路〉　　圭一一第1次拠点基本単位

　　市街地構i成単位は都市高速道路の最小流出入ランプ間隔より800～1，000m角1），街区構成

単位は一般街路容量一車線1200台／時・交叉点信号一サイクル時間80秒，信号待限界2サイク

ル，車頭間隔6mを前提とした車列長さより割出した街路間隔より200～250　m角2）を想定し

ている。

　　市街地機能単泣は400～500m間隔の地区幹線街路間隔を前提とした，25　haの規模で，街

区構成単位4単位よりなり，人口密度1000人／haとすれば2．5万人の人口規模となる。

　　即ち，小学校を中心とした生活環境施設を維持しうる市街地機能単位と考えられる。

　　以上の観点から，総開発規模を25haとし，その開発期間の限界を7サイクル（15～20年）

と考え，曲線番号1～5で表わされる初期条件で7サイクルで開発可能及び不可能なものを拠

点の現在の人口密度（の別に分類してみた。

　　曲線番号と仮定条件

1

2

3

4

5

　　　　at　：　　　　　　　全収容戸数

　　1，住居棟が東西採光型においては，現在の人口密度（σ）50人／haで容積率（切200～300％

とすれば2サイクル，・v　・＝　100％としても3サイクル以下で25haの開発が可能となり，σが小

さい場合効率の良い値となる。いずれの場合も”一300％を確保すれば，5サイクル以下で開

註　1）2）「人工土地……成立条件効果および計画」日本建築学会都市計画委員会人工土地部会！935。

α一〇　x＝＝　Oのとき。－e

a’一一〇

a’　rm一　O．25

cu　＝　0．33

a’　一一　O　2　｝i　x　〉　O

cr　＝＝　O．33　x＞2

地区外収容戸数
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（東西採光型）

S　（ha） 医

　O．58

（V　＝300％）

a

72×

7〈X

　e．87

（V　＝　200　9．）

7＞一X

7くX

　1．74

（V＝＝　100％）

72×

7〈X

50

o

100

o

o

o

o

　1・2

3・4・5

150 200 250

o

1・2・3・5

　4

1

o
1・2

3・4・5

　1・2

3・4・5

×

　1

2・3

×

300

！・2

3・4・5

！・2

×

（南面採光型〉

S　（ha＞

　　O．4

（，Y－300％）

　　O．6

（V＝　2009．）

　　1．2

（V粛！00％）

X
a

72　aY

7〈X

7hX
7〈X

7｝rX

7くX

50

o

o

o

100 150

o
1・2・3・5

　4
1・L・3・5

　4

！・2

　　1

2・3・4・5

X

200

！・2

3・4・5

250

1・2・3・4・5

1・2
×

× ×

300

1・2

×

×

　　数字：表中の数字ほ前記仮定条件中，戒馴する曲線番号。

　　　○：全ての条件下で7サイクル以下の鮒発が可能。

　　　×＝全く開発が成立せず，グラフにのらない。

発可能である。

　　2，地区外からの収容を認めつつ7サイクル以下で開発を完了させるための限界は表で明

らかなように，・v　＝＝　300％でσ　・・　200人／ha，　v＝＝200％でσd50人／ha，辺doo％でσ　nt　50人／ha

となっており，σがこの値以上であれば成立不可能である。

　　3．南面採光型では，菓西採光型に比べて，条件はきびしく，’v　・＝　300　9・としてもσ・…200人／

ha以上では地区外からの収容が不可能であり，’u　＝＝　200％でσ　＝＝　100人／ha，盟一！00％ではa…

50人／haの田舎のみ開発可能となる。

　　4．地区外記腸者を33％認める場合は，東西採光型でぱv　＝3GO％でσ・・＝・200人ノha，’v＝

200％ではσ　・＝　100人／ha，”一！00％でばσ・＝50人／ha，又南面採光型では，・v　＝・　300％でσ一100

人／ha，・v・・200及び100％ではそれぞれσ＝・50人／haとなり，第1次拠点候補地の選定の仕方，

地区外からの収容戸．数がi出発効率と密接な関係を有している。

　　5．．地区外入居を前提とする場合，東西採光型，南面採光型共に事実上成立しうる条件と

しては，α鵠0。25が妥当な値で，α一〇．33とする場合，第1次拠点における既存戸数密度σ＝＝

！00～！50戸／ha以下（南面採光型ではσ・＝50戸／ha＞でなければ成立し難いと考えられる。
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　　ii＞開発面積に対する拠点面積とサイクル数について

　　既成市街地における第！次拠点として利用可能な空閑地の状況SIYを10％と仮定した場

合に成立する容積率別曲線番号を示すと下表のようにまとめられる。

　　　　SI　Y≦O．1　　曲線番号　1：・v　・・　10090　　2：’v＝150％

　　　　　　　　　　　　　　　　3：　・v＝＝200％　4：　v＝＝．？．50％

　　　　　　　　　　　　　　　　5二　’v＝＝：300％

s
　一．．．x　a　　x．．
：ざ（5！y≦o並≧一、

50

55，9

X〈m3

3〈Xg7

X＞7

！・2・3・4・5

65r5

X〈一3

3〈X〈m7

X＞7

！・2・3・4・5

1eo 150 200

2・3・4・5　i　3・4・5

　　1　　i　　2

4・5

3

2

250 300

5

3－4

65．5

X〈一3

3〈X一〈7

X＞7

2・3・4・5

　　1

4・5

2・3

！・2・3・4・5 3・4・5

　1・2

5

3・4

2

5

3・4

4・5

3

4・5

3

5

4

4・5

5

4

5

　　1．S／YとXの関係を現在住戸密度と容積率についてみると，

　　　　η罵100％ではσ＝100戸／ha以下，

　　　　v　・＝　1509・ではσ　＝＝　100～！50戸／ha，

　　　　v　＝　200％でばσ・・＝　ISO～200戸／ha，

　　　　v　＝　300　9。ではσ一300戸／ha

が成立限界となる。

　　2．既存人口密度：P人／haと容積率：’vについてみると，

　　　　v　・＝　！00％でe＃1　P　＝＝　300人用ha

　　　　η＝150％ではp＝500人／ha

　　　　τ広200％ではρ＝700人／ha

が成立限界となる。

　　以上の考察によれば，拠点再開発方式を前提とする都心部周辺の密集住宅地区再開発は，

現在戸数密度100～150戸，人口密度4～500人／haであれば経済採算上対象地区外の人居を考

慮にいれて，総開発心積の10％程度の拠点規模で可能となる。

　　この拠点規模は計画対象区域を市街地機能単位25haとした場合，2．5　ha（拠点機i能単位）

を必要とする。

　　しかし，塔状アパートの場合，1棟の設計が可能な第1次拠点基本単位は0．5ha前後と考
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えられ，一一一括された拠点の必要はなく，6～7箇所の第1次拠点基本単位があればよい。

　　この報告は都市再開発に関する研究の一貫として，経営採算，権利調整の側面よりも，面

的再開発の要請に対する特定の手法を前提とするその定量的な側面の研究である。

　　実現の成立条件は今後各側面からの研究が必要である。

　　なお，この研究は筆者が集団制作建築嘉務所に在職中，日本住宅公団の依頼により，二宮

公雄氏他多くの所員の協力をえてまとめたもので，紙上をかりて感謝する次第です。


